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平成27年 人 60.45k㎡ 27 年 ( 人 ) 494 5,782 決 算 額 構成比 一般財 源等

平成22年 人 60.71k㎡ 国調 (％ ) 2.4 28.0 2,510,893 11.2 2,424,872

増加率 ％ -0.43% 22 年 ( 人 ) 688 5,545 1,664,645 7.4 1,582,358

H29.3.31 人 （参考） 国調 (％ ) 3.4 27.1 決 算 額 経常一般財源 3,381,462 15.1 1,066,509

H28.3.31 人 6,626,789 6,177,830 990,728 4.4 943,963

増減率 ％ 174,780 174,780 内 990,728 4.4 943,963

4,006 4,006 訳 0 - -

11,524 11,524

Ａ 6,588 6,588

Ｂ 766,890 766,890 2,847,226 12.7 2,264,997

Ｃ 31,468 31,468 295,899 1.3 252,228

Ｄ 34,751 34,751 1,643,953 7.3 1,200,916

Ｅ 2,647,889 1,217,532 1,019,500 4.6 725,786

Ｆ 1,217,532 1,217,532 158,858 0.7 16,708

Ｇ 330,715 2,123,471 9.5 1,476,214

Ｈ 1,099,642 0 - -

Ｉ 8,538 8,538

Ｊ 159,004

279,109 16,450 7,441,248 33.2 1,308,606

21,850 0 83,768 0.4 83,768

職員数 2,504,824 6,932,326 30.9 1,290,123

50 4,507 4,507 う ち 補 助 5,501,904 24.5 394,183 ① 自主財源比率 ％

269 1,137,305 う ち 単 独 1,430,422 6.4 895,940 ② 人件費比率 ％

20 368,244 38,334 508,922 2.3 18,483 ③ 義務的経費比率 ％

- 76,760 0 - - ④ 投資的経費比率 ％

- 3,280,050

319 ÷  (a) 8,884,929

478,422 10,780 2,594,661 11.6 2,508,640

740,300

定数 540,000 (千円）

1 ÷  (a) 決 算 額 構成比 一般財 源等 均等割

1 182,582 0.8 182,582 所得割

1 3,513,292 15.7 2,587,834

1 5,925,937 26.4 3,004,954

1 決 算 額 増 減 率 1,241,825 5.5 1,078,135

16 2,596,539 △ 3.7 40,483 0.2 23,951

内 2,081,394 3.5 948,329 4.2 702,569

訳 515,145 △ 24.9 730,809 3.3 334,892 法人税率

3,106,211 2.2 6,626,496 29.6 1,286,995

法適用 職員数 98,179 17.4 395,764 1.8 390,834

無 7 376,901 △ 0.8 1,308,071 5.8 1,125,607

無 1 448,959 1.9 508,922 2.3 18,483

有 1 990,728 4.4 943,963 現年課税分 合 計

有 11 - - - 98.7 96.8

- 2 99.4 97.6

- 13 99.1 97.4

内

訳

うち人件費

平 成 28 年 度 決 算 状 況
コ ー ド 番 号 ０４２１１１ 市 町 村 類 型

一 部 事 務 組 合 の 加 入 状 況 性 質 別 歳 出

経常経費充当一般財源

1.11

Ⅰ　－　３

市 町 村 名 岩 沼 市 交 付 税 種 地 区 分 Ⅱ　－　４

人 口 世　帯　数 産業構造区分 第 3 次 指 定 団 体 等 の 状 況 (千円，％）

国
 

調

44,678 16,631　　世帯　
就
業
人
口

14,401 旧新産・市町村圏 退職手当・し尿処理・ごみ処理・その他 区 分 経常的経費 経常収支比率

44,187 15,519　　世帯　 69.6 人 件 費 ② 2,351,487 2,275,827 25.2

　　7.17　　％　 14,232 歳 入 の 状 況 (単位：千円，％） う ち 職 員 給 1,535,118 1,460,422 16.1

住民 44,289 69.5 区 分 構成比 一 般 財 源 扶 助 費 3,168,983 1,017,804 11.3

基本 44,242 　H17国調人口 43,921人 地 方 税 ① 23.5 6,626,789 公 債 費 986,328 939,563 10.4

台帳 0.11 　H12国調人口 41,407人 区 分 指 数 等 ( 千 円 ） 地 方 譲 与 税 0.6 174,780 元 利 償 還 金 986,328

基 準 財 政 収 入 額 5,833,689 利 子 割 交 付 金 0.0 4,006 一時借入金利子

配 当 割 交 付 金 0.0 11,524
小 計 ③

939,563 10.4

- -

4,435,344
6,588

6,506,798 4,233,194

-

区 分 平成27年度(千円) 平成28年度(千円) 基 準 財 政 需 要 額 7,050,100
46.8

1歳入総額 43,284,910 28,248,527 標 準 税 収 入 額 7,457,043 株式等譲渡所得割交付金 0.0
6,883,083 30.7

2歳出総額 33,699,981 22,413,238 標 準 財 政 規 模 (a) 9,223,522 地方消費税交付金 2.7 766,890 物 件 費 2,157,033 1,870,862 20.7

3歳入歳出差引額 (Ａ－Ｂ) 9,584,929 5,835,289 経常経費充当一般財源(b) 8,409,840 自 動 車 交 付 金 0.1 31,468 維 持 補 修 費 256,411 221,184 2.4

4翌年度へ繰り越すべき財源 8,296,271 3,395,577 経 常 一 般 財 源 (c) 8,503,978 地 方 特 例 交 付 金 0.1 34,751 補 助 費 等 968,518 859,301 9.5

5実質収支 (Ｃ－Ｄ) 1,288,658 2,439,712 減 税 補 て ん 債 (d) 0 地 方 交 付 税 9.4 2,647,889 積 立 金 -

6単年度収支 △ 461,924 1,151,054 臨 時 財 政 対 策 債 (e) 540,000
内
訳

普 通 4.3 1,217,532 投資及び出資金・貸付金 140,650 0 0.0

7積立金 3,492 5,491 経常収支比率 (b)/(c)+(d)+(e) 93.0% 特 別 1.2 330,715 繰 出 金 1,460,192 1,225,299 13.5

8繰上償還金 0 0 財 政 力 指 数 0.82 震 災 3.9 1,099,642 前年度繰上充用金 - - -

9積立金取崩し額 2,881,804 458,819 実 質 収 支 比 率 Ｅ /(a) 26.5% 交 通 安 全 交 付 金 0.0 8,538
小 計 8,088,907 36.1

0.6 0
5,936,849 4,982,804 4,176,646 46.2

10実質単年度収支 (Ｆ＋Ｇ＋Ｈ-Ｉ) △ 3,340,236 697,726 単 年 度 収 支 比 率 F/(a) 12.5% 分 担 金・ 負担 金①

経常一般財源比率 (c)/(a) 92.2% 使 用 料 ① 1.0 42,143 投 資 的 経 費 ④ 合　計 合　計
100.0

一 般 職 員 等 公 債 費 比 率 3.86% 手 数 料 ① 0.1 0 11,489,602 8,409,840

区 分 給料月額(千円) 一人当たり支給月額(円) 起 債 制 限 比 率 2.9% 国 庫 支 出 金 8.9 171,525 普 通 建 設 事 業

一 般 消 防 関 係 13,274 265,473 実 質 公 債 費 比 率 -1.5% 国 有 提 供 交 付 金 0.0 4,507 43.00

職 員 そ の 他 73,883 274,658 積 立 金 現 在 高 21,099,082 県 支 出 金 4.0 23,816 11.20

う ち 技 能 労 務 職 5,563 278,165 財 調 5,657,689 財 産 収 入 ① 1.3 352,491 災 害 復 旧 事 業 30.71

教 育 公 務 員 - - 減 債 636,137 寄 附 金 ① 0.3 50,738 失 業 対 策 事 業 33.20

臨 時 職 員 - - 特 定 目 的 14,805,256 繰 入 金 ① 11.6 1,010,187
合 計 22,413,238 100.0 11,680,799

4,753,989合 計 87,157 273,219 228.8% 繰 越 金 ① 31.5

地 方 債 現 在 高 9,997,960 諸 収 入 ① 1.7 253,469 うち 人件費

特 別 職 等 政 府 7,155,988 地 方 債 2.6 540,000

区 分 適用開始年月日 一人当たり平均支給月額(円) そ の 他 2,841,972 うち臨時財政対策債

市 長 H26.4.1 950,000 108.4%
合 計 28,248,527

副 市 長 H26.4.1 763,000 債 務 負 担 行 為 額

適 用 税 率 の 状 況

議 会 費 6%
100.0 17,516,088 8,503,978

区 分 3,500円

民 生 費

農 林 水 産 業 費

衛 生 費

労 働 費

1.9 540,000 目 的 別 歳 出

総 務 費

31.4 2,175,536

1,966,444
市

民

税

個
人

法

人

(千円，％）

教 育 長 H26.4.1 664,000 物 件 等 購 入 1,467,521

区 分 構 成 比 基準税額×100/75

150千円   

議 会 議 長 H23.12.1 449,000 保 証 ・ 補 償 0 市 税

市 民 税 39.2 2,889,490

1,750千円   130千円   

議 会 副 議 長 H23.12.1 385,000 そ の 他 498,923

160千円   

410千円   120千円   

議 会 議 員 H23.12.1 363,000 土 地 開 発 基 金 現 在 高 378,000

ラスパイレス指数 (H28.4.1) 97.8 個 人 分

法 人 分 7.8 713,954 商 工 費 9.7/100

均等割

3,000千円   

400千円   50千円   

公 営 事 業 等 の 状 況 (千円） 国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 の 状況 (千円) 固 定 資 産 税 46.8 3,048,364 土 木 費 固定資産税 1.4/100

事 業 名 収 支 額 普通会計からの繰入額 実 質 収 支 402,754 軽 自 動 車 税 1.5 98,394 消 防 費

公 共 下 水 道 事 業 634,682 776,914 事業勘定再差引収支額 519,522 市 た ば こ 税 5.7 381,285 教 育 費

農 業 集 落 排 水 事 業 2,567 80,264 加 入 世 帯 数 5,528 都 市 計 画 税 6.8 - 災 害 復 旧 費 徴 収 率 ％

特定公共下水道事業 62,334 207 被 保 険 者 数 9,178 公 債 費 区分 滞納繰越分

水 道 事 業 92,536 17,530 保険税収入額 (1世帯当り) 175

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 8,450 88,683 被保険者1人当り保険給付額 319
合 計

介 護 保 険 事 業 132,710 447,803 普通会計からの繰入額

諸 支 出 金 市 民 税 27.5

23.6

20.0

322,926 市 税 計
6,626,789 100.0 ▲ 0.2 6,417,533 11,680,799

固定資産税
合 計 22,413,238 100.0


